
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

概要版 



 

 

■計画策定の趣旨 

我が国は総⼈⼝が減少し続ける⼀⽅、⾼齢者⼈⼝は増加しています。今後、団塊世代が 75 歳以上となる令和７
（2025）年、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり、現役世代が急減する令和 22（2040）年を控え、医療・介護需
要の拡⼤や社会保障費の急激な増⼤など我が国における⾼齢化の問題はますます深刻になっていくことが予想されます。 

国ではこれらの情勢を踏まえ、⾼齢社会を乗り越える社会モデルの実現のため、医療・介護・介護予防・⽣活⽀援・住
まいの各分野が互いに連携しながら⽀援する「地域包括ケアシステム」の構築に取り組んできました。 

このような流れを受け、本市においても、⾼齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らしていけるまちづくりを目指し、市⺠・
事業者・⾏政が協働して⾼齢者福祉の充実に取り組んでいくための指針となる計画として、「第８期⼀宮市⾼齢者福祉
計画（含 介護保険事業計画）」を策定します。 

 

■計画の位置付け 

本計画は、⽼⼈福祉法第 20 条の８第１項の規定に基づく「⽼⼈福祉計画」と介護保険法第 117 条第１項の規定
に基づく「介護保険事業計画」を⼀体的に策定した計画で、第７期計画に引き続き、地域包括ケアの概念のもと、分野
横断的な取り組みを進めていく「地域包括ケア計画」として位置付けます。 

 

■計画の期間 

本計画は、令和３（2021）〜令和5（2023）年度の３年間を１つの期間とする計画です。 
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■総⼈⼝と⾼齢化の推移 

本市の総⼈⼝は微減していくことが予測されており、令和５（2023）年で 380,946 ⼈、令和７（2025）年で
377,700 ⼈、令和 22（2040）年で 339,463 ⼈となっており、令和 22（2040）年の⾼齢化率は 33.7％となる
と予測されます。 

【総⼈⼝と⾼齢化の推移】 
 

■要⽀援・要介護認定者数の推移 

本市の要⽀援・要介護認定者数は令和 17（2035）年まで増加することが予測され、令和５（2023）年で
19,552 ⼈、令和 17（2035）年で 23,117 ⼈となっています。その後は減少傾向となり、令和 22（2040）年では
22,457⼈となっています。認定率は令和12（2030）年にピークとなり、21.2％と 20％を超えることが予測されます。 

【要⽀援・要介護認定者数・認定率の推移】 
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高齢者等を取り巻く状況 

※令和２年までは実績（各年 10⽉１⽇時点）、令和３年以降はコーホート変化率法による推計値 

 

※令和２年までは実績（各年９⽉末時点）、令和３年以降は推計値 
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■⽇常⽣活圏域の状況 

本市では、６つの⽇常⽣活圏域を設定しています。各⽇常⽣活圏域により、⾼齢化や施設整備の状況が異なるため、 

地域の実情に応じた施策の展開を図っていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 地域包括支援センター  介護⽼⼈保健施設  ⼩規模多機能型居宅介護事業所 
 介護⽼⼈福祉施設（特別養護⽼⼈ホーム）  特定施設入居者生活介護施設  看護⼩規模多機能型居宅介護事業所 
 地域密着型介護⽼⼈福祉施設  認知症対応型共同生活介護事業所   
 （地域密着型特別養護⽼⼈ホーム）  （認知症高齢者グループホーム）   
 

地区（連区） ⼈⼝ ⾼齢者数（⾼齢化率） 
ひとり暮らし 
⾼齢者台帳 
登録率 

要⽀援・要介護 
認定率 

中・⻄地区 

（宮⻄・神⼭・今伊勢町・奥町連区） 68,246 ⼈ 16,813 ⼈（24.6％） 5.7％ 15.8％ 
北地区 

（葉栗・北⽅町・⽊曽川町連区） 60,537 ⼈ 16,914 ⼈（27.9％） 5.0％ 16.2％ 
北・東地区 

（貴船・⻄成・浅井町連区） 66,227 ⼈ 19,273 ⼈（29.1％） 5.8％ 16.0％ 
南・東地区 

（⼤志・向⼭・富⼠・丹陽町・千秋町連区） 69,806 ⼈ 17,099 ⼈（24.5％） 4.7％ 15.8％ 
南地区 

（⼤和町・萩原町連区） 60,787 ⼈ 16,706 ⼈（27.5％） 5.2％ 15.0％ 
南・⻄地区 

（起・⼩信中島・三条・⼤徳・朝⽇・開明連区） 58,777 ⼈ 16,615 ⼈（28.3％） 5.6％ 17.0％ 

全体 384,380 ⼈ 103,420 ⼈（26.9％） 5.3％ 16.2％ 
令和２年 10⽉１⽇現在 
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施策の体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        高齢者が健やかでいきいきと暮らせるまち 基本理念 

 政策目標２ ⾼齢期をいきいきと過ごすための介護予防と⽣きがいづくり 

 政策目標１ 住み慣れた地域で安心して暮らすための仕組みづくり 

 政策目標３ 介護ニーズに対応するための介護保険事業の充実と適正化 

 （５） 低所得者対策の推進 

 （１） 地域共⽣社会づくりに向けた包括的⽀援体制の充実 

 （２） 相談体制の充実 

 （３） 認知症⾼齢者⽀援の充実 

 （５） 介護者への⽀援の充実 

 （４） 在宅医療・介護連携の推進 

 （６） ⾼齢者の⼈権尊重と権利擁護の推進 

 （７） 適切な在宅福祉サービスの推進 

 （９） 安⼼して住み続けることのできる住まいづくり 

 （８） 防災体制の充実 

 （１） 介護予防の効果的な推進 

 （２） ⽣活⽀援体制整備の推進 

 （３） いきいきとした暮らしへの⽀援 

 （１） 介護サービスの充実 

 （２） 介護⼈材等の確保 

 （３） 適切な要介護認定の実施 

 （４） 介護保険制度の適正・円滑な運営 

４



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住み慣れた地域で安⼼して暮らすための仕組みづくり 

⾼齢者が可能な限り住み慣れた地域で安⼼して暮らしていくことができるよう、地域包括ケアの深化を 

図るとともに、増加する認知症への対応や、介護者への⽀援の⼀層の充実に取り組んでいきます。 
政策 
目標 1 

（１）地域共⽣社会づくりに向けた包括的⽀援体制の充実 

●地域包括⽀援センターの機能強化 
●地域ケア会議の充実 

 

（２）相談体制の充実 

●市⾼年福祉課、地域包括⽀援センターの相談体制 
●介護相談員派遣事業   ●福祉総合相談窓⼝の設置 

（３）認知症⾼齢者⽀援の充実 

① 認知症に対する理解促進・相談先の周知 

●認知症サポーター養成講座 
●認知症当事者による本⼈発信⽀援 

② 認知症の予防と早期発⾒、適切な医療・介護の提供 

●認知症初期集中⽀援推進事業 
●認知症地域⽀援推進員設置事業 
●認知症ケアパス 
●認知症疾患医療センターとの連携 

③ 認知症の⽅や家族への⽀援 

●⾏⽅不明⾼齢者等捜索メール配信事業 
●認知症⾼齢者捜索⽀援サービス事業 
●認知症介護家族⽀援事業（教室、交流会） 
●認知症カフェ 
●認知症サポーター活動促進事業 
●若年性認知症の⽅への⽀援 

 

（４）在宅医療・介護連携の推進 

●在宅医療・介護の連携 

（５）介護者への⽀援の充実 

●家庭介護教室     ●家族介護⽤品給付事業 

（６）⾼齢者の⼈権尊重と権利擁護の推進 

●⾼齢者虐待防⽌及び対応の強化 
●成年後⾒制度利⽤⽀援事業  ●⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業 

（７）適切な在宅福祉サービスの推進 

●ひとり暮らし⾼齢者台帳登録事業 
●緊急連絡通報システム設置事業 
●配⾷サービス事業 
●寝具洗濯乾燥サービス事業 
●訪問理美容サービス事業 
●ねたきり⾼齢者等⾒舞⾦⽀給事業 
●福祉タクシー料⾦助成事業 
●福祉有償運送事業 
●⽇常⽣活⽤具給付事業（愛の杖の給付） 
●⽣活管理指導短期宿泊事業 
●地域における⾒守り⽀援体制の強化 
●ホームヘルプサービス利⽤者負担⾦給付事業 
●社会福祉法⼈等⽣計困難者利⽤者負担軽減措置補助事業 

 

（８）防災体制の充実 

●たすけあい避難名簿（避難⾏動要⽀援者名簿）の整備 
●福祉避難所の推進 
●⽇常⽣活⽤具給付事業（⽕災警報器等） 
●あんしん・防災ねっと 

（９）安⼼して住み続けることのできる住まいづくり 

●養護⽼⼈ホーム   ●⽣活⽀援ハウス 
●軽費⽼⼈ホーム（ケアハウス）   ●有料⽼⼈ホーム 
●サービス付き⾼齢者向け住宅 
●⾼齢者住宅等安⼼確保事業 

５ 

基本理念の実現に向けた施策の展開 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⾼齢期をいきいきと過ごすための介護予防と⽣きがいづくり 

⾼齢期になってもいきいきと元気に過ごせるよう、主体的に健康づくりや介護予防に取り組むことができ
る環境づくりや、⾼齢者が地域の担い⼿として活躍できる場や⾝近な地域で気軽に参加できる活動
の場の提供等に取り組んでいきます。 

政策 
目標 2 

介護ニーズに対応するための介護保険事業の充実と適正化 

市⺠のニーズ等を踏まえながら、必要に応じたサービスを利⽤できる体制づくりと、介護保険制度の 

安定的かつ円滑な運⽤のため、給付の適正化等に取り組んでいきます。 
政策 
目標 3 

（１）介護サービスの充実 

●居宅介護サービスの充実 
●地域密着型サービスの充実   ●施設サービスの充実 

（４）介護保険制度の適正・円滑な運営 

●介護給付費の適正化 
●介護保険制度の円滑な運営 
●介護サービス事業者との連携や指導による業務の質の向上 
●感染症対策への取り組み （２）介護⼈材等の確保 

●介護職の魅⼒を伝える取り組み 
●外国⼈介護⼈材の受け⼊れの⽀援 
●ICT の活⽤等による介護現場の効率化 
●介護⼈材の資質の向上及び職場定着⽀援 

（５）低所得者対策の推進 

●低所得者に対する保険料の軽減  ●市の独⾃減免制度 

（３）適切な要介護認定の実施 

●適切な認定調査実施体制の確保  ●認定審査の平準化 

６

（１）介護予防の効果的な推進 

① 介護予防・⽣活⽀援サービス事業 

■介護予防訪問（通所）介護相当サービス・基準緩和訪問（通所）介護サービスの取り組み 
●介護予防訪問（通所）介護相当サービス   ●基準緩和訪問（通所）介護サービス 

■短期予防通所・訪問サービスの取り組み 

●運動器の機能向上事業（健脚ころばん塾）  ●栄養改善事業（栄養改善教室） 
●⼝腔機能の向上事業（お⼝の健康づくり教室）  ●認知症予防事業（脳の健康教室） 
●うつ・閉じこもり予防事業（元気はればれ教室）  ●訪問型介護予防事業（いきいき訪問） 

② ⼀般介護予防事業 

●介護予防把握事業     ●介護予防事業     ●地域介護予防活動⽀援事業 
●地域リハビリテーション活動⽀援事業     ●⾼齢期の保健事業と介護予防の⼀体的提供 

 

（２）⽣活⽀援体制整備の推進 

●⽣活⽀援体制整備 
（３）いきいきとした暮らしへの⽀援 

●⾼齢者の就労⽀援・就労の場の確保   ●⾼齢者の⽣きがいと健康づくり推進事業 
●⾼齢者福祉施設運営事業   ●健康農園運営補助事業 
●⽼⼈クラブ補助事業   ●⾼齢者⼊浴助成事業   ●敬⽼事業 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

本計画では、計画終了年度における数値目標を設定し、⾼齢者福祉及び介護保険事業を推進していきます。 

基本理念 高齢者が健やかでいきいきと暮らせるまち 
評価指標 第７期 

実績値 
第８期 
目標値 説 明 

健康状態が「よい」と回答する
人の割合 77.5％ 78.5％ ⼀般⾼齢者アンケート（３年毎）における左記項目の割合 
65 歳以上で要介護認定を受
けている人の割合 11.9％ 13.9％ 要介護 1〜５の認定を受けている⼈の割合（実績値は令和

元年９⽉末、目標値は令和５年９⽉末） 
特別養護⽼⼈ホーム⼊所待
機者数 201 人 ０人 特別養護⽼⼈ホーム⼊所待機者数調査（3年毎）による待機

者数 
 

 

政策目標１．住み慣れた地域で安心して暮らすための仕組みづくり 
評価指標 令和元年度 

実績値 
令和５年度 

目標値 説 明 
在宅医療・介護職員多職種
連携研修開催回数 3 回 5 回 左記研修の開催回数 
認知症サポーター養成講座の
累積受講者数 30,450 人 37,000 人 認知症の人と家族を支えるためのサポーターを養成する講座の

累積受講者数 
地域包括支援センターへの相
談者数 4,037 人 4,100 人 地域包括支援センターに相談した人数 

 

 

政策目標２．高齢期をいきいきと過ごすための介護予防と生きがいづくり 
評価指標 令和元年度 

実績値 
令和５年度 

目標値 説 明 

転倒予防教室開催回数 1,082 回 1,100 回 左記教室の開催回数 
地域リハビリテーション活動支
援事業の派遣回数 81 回 100 回 地域ケア会議や地域の通いの場などにリハビリ職等を派遣した

回数 
地域の高齢者が出かけたくな
る通いの場の数 203 か所 300 か所 高齢者が気軽に参加できるおでかけ広場やふれあい・いきいきサ

ロン、地域の通いの場など通いの場の数 
 

 

政策目標３．介護ニーズに対応するための介護保険事業の充実と適正化 
評価指標 令和元年度 

実績値 
令和５年度 

目標値 説 明 

地域密着型サービス施設（事
業所）数 52 か所 57 か所 

地域密着型特別養護⽼⼈ホーム、認知症対応型共同⽣活
介護、（看護）⼩規模多機能型居宅介護、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護の施設（事業所）の整備数 

ケアプランの点検 452 件 800 件 ケアプランの点検件数 
住宅改修等の点検 111 件 140 件 住宅改修や福祉⽤具購⼊及び貸与の点検件数 
 

７ 

政策目標達成のための評価指標 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■第１号被保険者数 

本市の第１号被保険者数は、令和 22（2040）年までおおむね増加傾向であることが予測され、令和５（2023）
年では 103,793⼈、令和22（2040）年では 114,375⼈と予測されます。 

【第 1号被保険者数の推移】 
 

■第１号被保険者介護保険料 

第８期介護保険料は、基準額である第５段階の⽅で、年額 69,800 円（⽉額 5,817 円）と推計します。所得段
階に応じてその 0.3 から 2.2 倍になります。なお、本市では、国・県による保険料の軽減強化を考慮しながら独⾃減免を
第７期に引き続き実施します。 

単位︓円 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 第８期合計 
標準給付費⾒込額 Ａ 29,301,290,425 30,482,674,684 31,760,856,640 91,544,821,749 
地域⽀援事業費⾒込額 Ｂ 1,526,443,000 1,589,579,055 1,626,307,985 4,742,330,040 

 

介護予防・日常生活支援 
総合事業 Ｃ 1,103,225,000 1,160,011,144 1,194,405,635 3,457,641,779 
包括的支援事業 

（地域包括支援センター 
の運営）及び任意事業 

 315,676,100 321,436,970 323,196,291 960,309,361 

包括的支援事業 
（社会保障充実分）  107,541,900 108,130,941 108,706,059 324,378,900 

準備基⾦取崩額 Ｄ    2,173,647,245 
市独自減免 Ｅ 39,142,000 39,156,000 39,171,000 117,469,000 
調整交付⾦⾒込交付割合  3.79% 4.21% 4.52%  
調整交付⾦⾒込額 Ｆ 1,152,331,000 1,332,157,000 1,489,578,000 3,974,066,000 
保険料収納必要額 ｛（Ａ＋Ｂ）× 23％ ＋（Ａ＋Ｃ）× 5％ －Ｆ｝－Ｄ＋Ｅ 20,865,923,843 
保険料賦課総額 保険料収納必要額÷予定保険料収納率 98.5％ 21,183,679,028 
※保険料基準額（年額）＝保険料賦課総額÷所得段階別加⼊割合補正後被保険者数（令和３〜令和５年度合計︓303,493 ⼈） 

※所得段階別加⼊割合補正後被保険者数は、各所得段階の被保険者の⾒込み数に各段階の保険料の基準額に対する割合を乗じた合計 

50,944 49,578 49,067 48,933 46,548 44,218 40,606 41,740 49,169 56,585

51,015 53,051 54,353 54,785 57,206 59,575 63,056 62,984 58,893 57,790

101,959 102,629 103,420 103,718 103,754 103,793 103,662 104,724 108,062 114,375
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※令和２年までは実績（各年 10⽉１⽇時点）、令和３年以降はコーホート変化率法による推計値 

 

８

第１号被保険者の介護保険料 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■所得段階別 第１号被保険者介護保険料 

所得段階 対象者 保険料率 保険料年額 

第１段階 
⽣活保護を受給している⽅または世帯全員が市⺠税非課税で⽼
齢福祉年⾦を受けている⽅ 
世帯全員が市⺠税非課税で本⼈の前年の課税年⾦収⼊額とそ
の他の合計所得⾦額の合計が80万円以下の方 

基準額×0.30 20,900円 

第２段階 世帯全員が市⺠税非課税で本⼈の前年の課税年⾦収⼊額とそ
の他の合計所得⾦額の合計が80万円を超え120万円以下の方 基準額×0.50 34,900円 

第３段階 世帯全員が市⺠税非課税で本⼈の前年の課税年⾦収⼊額とそ
の他の合計所得⾦額の合計が120万円超の方 基準額×0.70 48,800円 

第４段階 
本⼈が市⺠税非課税（世帯に市⺠税課税の⽅がいる）で本⼈
の前年の課税年⾦収⼊額とその他の合計所得⾦額の合計が80
万円以下の方 

基準額×0.90 62,800円 

第５段階 
本⼈が市⺠税非課税（世帯に市⺠税課税の⽅がいる）で本⼈
の前年の課税年⾦収⼊額とその他の合計所得⾦額の合計が80
万円超の方 

基準額×1.00 69,800円 

第６段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が120万円未満の
方 基準額×1.10 76,700円 

第７段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が120万円以上
210万円未満の方 基準額×1.25 87,200円 

第８段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が210万円以上
320万円未満の方 基準額×1.50 104,700円 

第９段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が320万円以上
500万円未満の方 基準額×1.70 118,600円 

第10段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が500万円以上
700万円未満の方 基準額×1.80 125,600円 

第11段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が700万円以上
1,000万円未満の方 基準額×1.90 132,600円 

第12段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が1,000万円以上
1,200万円未満の方 基準額×2.00 139,600円 

第13段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が1,200万円以上
1,500万円未満の方 基準額×2.10 146,500円 

第14段階 本⼈が市⺠税課税で、前年の合計所得⾦額が1,500万円以上
の方 基準額×2.20 153,500円 

※低所得者の保険料軽減強化に伴い、別枠で公費を投⼊し、第1段階から第3段階の保険料を軽減 
（第1段階︓基準額×0.5→0.3、第２段階︓基準額×0.6→0.5、第３段階︓基準額×0.75→0.7） 
この保険料軽減分にかかる費⽤は、国が1/2、県が1/4、市が1/4を負担 
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■計画の進⾏管理と連携体制 

計画の進⾏管理については、⼀宮市社会福祉審議会⾼齢者福祉専門分科会等に進捗状況を報告し、ＰＤＣＡの
⼿法を参考にして計画の推進状況の評価・確認に努めます。 

また、地域包括ケアシステムの深化・推進のためには、医療・介護・介護予防・⽣活⽀援・住まいなどの連携が不可⽋で
す。地域の⽣活⽀援体制整備では、第１層協議体（市全体）、第２層協議体（連区ごと）など地域が主体となった
「話し合いの場」の活性化が必要となります。医療・介護・介護予防・⽣活⽀援・住まいなどを推進する組織・体制の充実
を図り、⾼齢者施策を総合的・計画的に進めるために、関連各部署及び関係機関の連携強化を図ります。 

【ＰＤＣＡサイクルのイメージ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市⺠への情報提供 

「広報⼀宮」や市ウェブサイトで介護保険の情報提供を積極的に⾏うとともに、出前講座などを通じて、介護保険や⾼
齢者の現状や施策などについて広報・啓発に努めます。また、⾼齢者相談の際や教室の開催時などの機会を通して、⾼齢
者をはじめ要介護者や介護者などの要望に⽿を傾けるとともに、ニーズを介護予防事業、介護保険サービス、⾼齢者福祉
施策に反映するよう努めます。 

 

計画の推進に向けて 
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